
令和７年度課税明細の見方

①収入・所得に関する部分について

給与： →

年金：

→ 雑所得とは、年金収入を含む所得を指します。

手取りとは異なり、年金の源泉徴収票にてお確かめいただけます。

給与所得は給与収入に応じて計算されます。

収入は、お勤めの会社様より支払われた金額です。

手取りとは異なり、年末調整時の源泉徴収票にてお確かめいただけます。

給与と年金等雑所得は、所得と収入が両方表示されていますが、所得は収入の計算結果であり、二重計上ではありません

のでご注意ください。

②①



②控除に関する部分について

　〇　ふるさと納税における寄付金控除について

＊ワンストップ特例が適用されている方は、上記「所得税における控除分」相当分が所得税ではなく、住民税から控除されます。

ふるさと納税での寄付金額…■

【総所得金額の30％が限度】

自己負

担額

（2000

寄付金控除の対象額…△

（■ー2000円）

所得税における

控除分

市・県民税の

基本控除分

（△の10％）

市・県民税の特例控除分

（下記表の通り）

【所得割の20％が限度】

住民税からの寄付金控除

課税

標準額



【ふるさと納税を行った場合の控除額の確かめ方】

０．ワンストップ特例が適用されている場合（全額を住民税から控除）

1．ワンストップ特例を適用していない場合（所得税と住民税に分かれて控除）

　　　（寄附金額―2000円）＝市・県民税における控除額

1-1．ふるさと納税の特例控除割合の確認

　　　課税総所得金額－　住民税と所得税の人的控除差調整額の計（＊）

　　　　　＝（A）

（Ａ） 特例控除の割合（B）

　　0円以上　　　　　　　　　195万円以下 84.895%

90%

　195万円超　　　　　　　　　330万円以下 79.79%

　330万円超　　　　　　　　　695万円以下 69.58%

66.517%

　900万円超　　　　　　　　1,800万円以下 56.307%

1,800万円超　　　　　　　　4,000万円以下 49.16%

寄付金の内訳がふるさと納税のみの場合、住民税からの控除額と「うち寄付金控除」の額

が一致していれば、全額がふるさと納税の特例控除の適用対象となっていることが確認でき

ます。

＊適用の上限を超えておられる場合やその他の寄付金・税額控除がある場合はこの計算式

は使用できません。

　　　　 4,000万円超　　　　　　　　 44.06%

1-２．ふるさと納税の控除額計算

　　　特例控除の割合（B）＋基本控除分の割合（10％）

　　　　　＝ふるさと納税の住民税における控除の割合…①

　　　（寄附金額―2000円）×住民税での控除割合①

　　　　　＝市・県民税における控除額

　　695万円超　　　　　　　　　900万円以下　

　　　　　　　0円未満

＊人的控除差調整額：所得税と住民税における人的控除の差額合計



③税額に関する部分について

定額減税後の年税額を記載しています。

市民税分（左列）と

県民税分（右列）に分けて表

示されています。


